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は　じ　め　に

　この統計は、糸島市消防本部管内における、平成３０

年中の火災・救急・救助等に関し、今後の消防行政上の

資料とするため作成したものです。
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火 災 編



１.火災の推移

　　　年中

　区分
平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 10年間平均

出火件数 44 25 34 43 42 41 24 30 26 27 34

火災損害額
(千円）

118,358 35,287 52,639 81,424 84,727 68,928 14,257 56,603 83,230 26,751 62,220

　平成３０年中の出火件数は２７件、火災損害額が２６，７５１千円で前年に比べ出火件

数は１件増加し、火災損害額は５６，４７９千円減少している。

　最近１０年間の平均出火件数は約３４件、平均火災損害額は約６２，２２０千円

である。
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２.火災概況

　　

　

　

概　況　表

平成30年 平成29年 比較

7 9 △ 2

1 3 △ 2

3 4 △ 1

16 10 6

27 26 1

25,249 78,062 △ 52,813

1,170 888 282

（千円） 332 4,280 △ 3,948

26,751 83,230 △ 56,479

建 床　面　積（㎡） 309 1,211 △ 902

物 表　面　積（㎡） 115 6 109

1 4 △ 3

3 4 △ 1

（注）

焼損棟数　　（棟） 9 14 △ 5

り災世帯数（世帯） 8 8

り災人員　　（人） 14 19 △ 5

死者数　　　（人） 0 2 △ 2

負傷者数　　（人） 1 3 △ 2

１日平均発生件数

１日平均損害額　（千円） 73 228 △ 155

１件当たり損害額（千円） 991 3,201 △ 2,210

１人当たり損害額　（円） 263 826 △ 563

出火率（件／人口１万人） 3 3

（注） 焼損表面積とは建物の焼損が部分的である場合をいう。（立体的に焼損が

（参考）
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 　　　及ばなかった場合）

　平成３０年中の出火件数２７件は、およそ１４日に１件の割合で火災が発生

したことになる。

　平成３０年中の火災による死者は０人で、前年より２人減少し、また、負傷

者は１人で、前年に比べ２人減少している。

管内の人口は101,643人（平成30年12月末現在）

そ　の　他

計
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　 火災種別出火件数

３.出火件数

　平成30年中の火災種別による出火件数は、建物火災が７件発生し、全体の約

26％を占め、次いで車両火災、林野火災の順となっている。

建物, 7件, 

26%

車両, 3件, 

11%

林野, 1件, 4%

その他, 16件, 

59%

合計

27件
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４.損害額

 　
　 火災種別損害額

　平成３０年中の火災損害額は２６，７５１千円で、前年に比べ５６，４７

９千円減少している。

　損害額を火災種別でみると、下図に示すとおりである。

建物, 

25,249千円, 

95%

車両, 

1,170千円,

4%

その他, 

332千円, 

1%

合計

26,751千円

4



資料１　　月別火災状況

(台) (隻)

3 1 2 1 1 1 1 2 2

4 1 3 1 1 1 1 3 1

4 1 3 1 1

3 3 1 1

3 1 2 1 1

2 1 1 2 1 1 2 1 1 4 1

6 1 1 4 1 1 1 1 5

1 1 1 1

1 1

27 7 1 3 16 9 1 2 3 3 5 2 2 1 14 1 3

資料２　　月別火災損害額

爆
発

そ
の
他

建　　　物

332

255

21

56

900

1,170

10,560

2

521

2

合  計

14,295 10,95425,249
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資料３　　月別原因別出火件数
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た き 火
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8
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資料４　　校区別出火件数

1 1 2 4
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救急・救助編



１.救急出動件数の推移

１．救急業務の推移

　　　年中

　区分
平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 10年間平均

出動件数 3,316 3,416 3,513 3,564 3,898 4,015 4,094 4,203 4,283 4,580 3,888

搬送人員 3,206 3,298 3,388 3,405 3,737 3,830 3,932 4,007 4,092 4,354 3,725

　 最近１０年間の救急出動件数及び搬送人員の推移

　平成３０年中の救急出動件数は４，５８０件、搬送人員は４，３５４人で前年に比べ

出動件数は２９７件、搬送人員が２６２人増加している。

　最近１０年間の平均出動件数は約３，８８８件、平均搬送人員は約３，７２５人であ

る。
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２.救急概況

概　況　表

平成30年 平成29年 比較

13 12 1

4 11 △ 7

331 374 △ 43

43 38 5

37 41 △ 4

712 592 120

13 14 △ 1

28 36 △ 8

2,594 2,340 254

管内転院搬送（注1） 71 104 △ 33

管外転院搬送（注1） 692 694 △ 2

医 師 搬 送

そ  の  他 42 27 15

4,580 4,283 297

12.5 11.7 0.8

275 251 24

男 2,219 2,102 117

女 2,135 1,990 145

4,354 4,092 262

死      亡（注２） 1 △ 1

重      症（注３） 427 393 34

中  等  症（注４） 2,404 2,336 68

軽      症（注５） 1,523 1,362 161

そ　の　他（注６）

4,354 4,092 262

11.9 11.2 0.7

（注）１．転院搬送とは、医療機関に収容されている傷病者を他の医療機関に搬送する
     　 ことをいう。（管内とは糸島市内、管外とは糸島市外への搬送をいう）
　　　２．死亡とは、初診時において死亡が確認されたものをいう。
　　　３．重症とは、傷病程度が３週間以上の入院加療を必要とするものをいう。
　　　４．中等症とは、傷病程度が重症又は軽症以外のものをいう。
　　　５．軽症とは、傷病程度が入院加療を必要としないものをいう。
　　　６．その他とは、医師の診断がないもの及び傷病程度が判明しないもの、並びに
　　　　その他の場所に搬送したものをいう。（消防ヘリに引き継いだもの等）

運　動　競　技

１ 日 平 均

計

１  日  平  均

不    搬    送

計

性別

程

度

別

　平成３０年中の救急出動件数４，５８０は、１日平均約１３件出動したことに

なる。また、平成３０年中の搬送人員４，３５４人は、住民の約２３人に１人が

搬送されたことになる。
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自　損　行　為

加　　　　　害

その他

急　　　　　病

　　　　　　　　　年中
　区分

一　般　負　傷
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３.事故種別救急出動件数

　

　 事故種別救急出動件数

　事故種別による救急出動件数は、急病によるものが全体の約５７％で半数以上

を占め、次いで転院搬送、一般負傷の順である。

急病, 2594件, 

57%

転院搬送,

763件, 17%

一般負傷,

712件, 15%

交通, 331件, 

7%

その他, 180件, 

4%

合計

4,580件
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４.住所・傷病程度・年齢別搬送人員

　　

　

　 図１　住所別搬送人員

　 図２　傷病程度別搬送人員

　平成３０年中の救急搬送人員を住所別にみると、糸島市民が３，７９１

人で大多数を占め、管外住民が５６０人である。また、傷病程度別にみる

と、重症と中等症の合計が全体の約６５％で、軽傷が約３５％である。

　さらに年齢別でみると、６５歳以上が全体の約６１％を占めている。
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その他, 3人, 
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合計

4,354人

重症, 427人, 
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中等症, 2404

人, 55%

軽症, 1523

人, 35%

合計

4,354人
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図３　年齢別搬送人員

　　　年　齢

 性　別
0～6歳 7～17歳 18～64歳 65歳以上 計

男　性 118 126 680 1,295 2,219

女　性 71 74 623 1,367 2,135

比率（％） 4 5 30 61

4,3541,303 2,662計（人） 189 200
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５.救助活動の推移

　 最近１０年間の救助出動件数及び救助人員

６.事故種別救助出動件数

　

　 事故種別救助出動件数

救助図６
種別
件数

　事故種別による救助出動件数は、交通事故によるものが全体の約３８％を占

め、次いで建物事故、水難事故及び機械による事故の順である。

　平成３０年中の救助出動件数は６１件、救助人員は５１人で、前年に比べ出動

件数は３件、救助人員が３人増加している。

　最近１０年間の平均出動件数は約４８件、平均救助人員が約４０人である。

交通事故, 23件, 

38%

建物事故, 14件, 

23%

水難事故, 4件, 

6%

機械事故, 4件, 

6%

ガス及び酸欠事

故, 1件, 2%

その他, 15件, 

25%

合計

61件
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警 戒 編



警戒出動件数

　 最近１０年間の警戒出動件数

   原因別出動件数

（注)　ヘリ搬送支援とは、ヘリコプターで傷病者の搬送を依頼する場合にヘリコ
 　　プター臨時離着陸場の安全を確保するため、消防隊が出動したものをいう。
 　　

　平成３０年中の警戒出動件数は１４３件で、前年に比べ４８件増加し最近１０

年間の平均出動件数は約９４件である。

　出動件数を原因別にみると、自動火災報知設備の非火災報によるものが全体の

約２５％を占め、次いで火災と紛らわしい行為、油漏洩の順である。

自動火災報知設

備の非火災報, 

36件, 25%

火災と紛らわし

い行為, 28件, 

20%

油漏洩, 23件, 

16%

ヘリ搬送支援,

19件, 13%

自然災害,

2件, 1%

その他, 35件, 

25%

合計

143件
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年
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年
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年

10年間

平均

出動件数 105 75 77 79 90 95 92 91 95 143 94
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